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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (百万円) ― ― 51,757 119,759 106,033

経常利益 (百万円) ― ― 1,909 1,418 2,065

中間(当期)純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) ― ― 685 △2,032 1,192

純資産額 (百万円) ― ― 49,377 47,654 49,478

総資産額 (百万円) ― ― 71,616 71,855 75,147

１株当たり純資産額 (円) ― ― 2,321.722,256.192,331.18

１株当たり中間(当期)
純利益又は当期純損失
金額(△)

(円) ― ― 33.18 △98.45 57.77

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 66.9 64.8 64.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― 2,765 6,210 4,412

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― △708 △3,057 △3,291

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― △1,521 △2,000 3,433

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(百万円) ― ― 14,857 9,770 14,325

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
―
(―)

―
(―)

1,363
(392)

1,360
(396)

1,352
(384)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、第41期中及び第42期中においては四半期報告書を提出しており、中間連結財務諸表は作成しておりま

せん。従って、当該期の経営指標等については記載しておりません。

３　第41期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

４　第43期中及び第42期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額につきましては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (百万円) ― ― 45,863 107,520 93,765

経常利益 (百万円) ― ― 1,378 91 1,476

中間(当期)純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) ― ― 748 △2,406 1,658

資本金 (百万円) ― ― 8,910 8,910 8,910

発行済株式総数 (千株) ― ― 20,645 20,645 20,645

純資産額 (百万円) ― ― 42,894 41,010 43,017

総資産額 (百万円) ― ― 68,206 68,052 71,662

１株当たり純資産額 (円) ― ― 2,077.791,986.482,083.74

１株当たり中間(当期)
純利益金額又は当期純
損失金額(△)

(円) ― ― 36.24 △116.55 80.35

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 10.00 20.00 25.00

自己資本比率 (％) ― ― 62.9 60.3 60.0

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
―
(―)

―
(―)

726
(195)

713
(195)

706
(192)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、第41期中及び第42期中においては四半期報告書を提出しており、中間財務諸表は作成しておりません。

従って、当該期の経営指標等については記載しておりません。

３　第41期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

４　第43期中及び第42期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額につきましては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても異動はありません。

なお、当中間連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号  平成20年３月21日)を適用し、セグメント区分を変更しております。変更の内容については、「第５　

経理の状況　１．中間連結財務諸表等　注記事項（セグメント情報等）」に記載しております。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

地上波放送事業 726 (195)

放送周辺事業 637 (197)

合計 1,363 (392)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間における平均雇用人員であります。

３　全社(共通)として記載している従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門のものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 726(195)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員であります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには、テレビ東京労働組合(組合員360名)とテクノマックス労働組合(組合員105名)が組

織されており、いずれも日本民間放送労働組合連合会に所属しております。(員数は平成22年９月30日現

在)

なお、労使関係につきましては特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表は作成

しておりません。従って、前年同期との対比は行っておりません。

　

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間の日本経済は、厳しい環境の続くなか、緩やかではありますが景気回復傾向を維

持しています。政府も当期間中、景気の持ち直しの判断を継続し、自立的回復への動きにも言及していま

すが、その一方で、景気を下押しするリスクへの警戒感も示しており、一層の注視が必要な状況です。

このような状況で、当社グループの連結売上高は517億５千７百万円、営業利益は17億６千８百万円と

なりました。また、経常利益は19億９百万円、中間純利益は６億８千５百万円となりました。

セグメントごとの業績は以下の通りです。

　なお、当中間連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

 平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。

　
（地上波放送事業）

放送収入のうちタイム収入は、広告主の短期的出稿へのシフトからレギュラー番組セールスの落

ち込みがあったものの、「世界卓球2010」「サッカーＷ杯南アフリカ」「封印された三蔵法師の

謎」等の大型特番があり、261億２千２百万円となりました。スポット収入は、前年度後半から市況に

回復の兆しが見え、112億１千２百万円となりました。タイム・スポットトータルでは373億３千４百

万円となりました。ＢＳ等収入は、４億７千３百万円でした。

　番組販売収入は、４月改編による「田舎に泊まろう！」や「ペット大集合！ポチたま」等、ローカ

ル局への売上が好調だった番組の終了が響き、22億７百万円となりました。

　ソフトライツ収入のうち、一般番組では、「マジすか学園」を始め、「嬢王Ｖｉｒｇｉｎ」「ゴッド

タン」等のＤＶＤ販売が好調でした。ＩＴ関連では、「虎ノ門市場」「厳選・いい宿」などが好調で

した。アニメ事業では、「ＮＡＲＵＴＯ」「遊戯王」「ポケットモンスター」の主力３番組に加え、

「たまごっち」「イナズマイレブン」といった新規番組が健闘したものの、全体としては軟調な国

内、海外市場を反映し低調でした。映画事業では、タイトルが少なく、ビデオグラムに関してもＤＶＤ

市況の冷え込みなどが影響し低調でした。全体としてソフトライツ収入は45億２千４百万円となり

ました。

  イベント収入は、４月開催の「東京インターナショナル フラワー＆ガーデンショー」や夏休みの

「フィギュア名曲コンサート」が不調だったものの、冬季オリンピックの好影響を受けた「スター

ズ・オン・アイス ジャパンツアー２０１０」が好調で、13億２千３百万円となりました。

　一方、費用面では、サッカーＷ杯による番組制作費の増加などもあり、452億３千４百万円となりま

した。

以上の結果、地上波放送事業の売上高は458億６千３百万円、営業利益は６億２千８百万円となりま

した。
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（放送周辺事業）

通信販売関連では、㈱テレビ東京ダイレクトが制作している「ものスタＭＯＶＥ」などのテレビ

通販売上が７月、８月を中心に好調に推移し、売上高は半期としては過去最高の42億４百万円となり

ました。

　ＣＳ放送関連では、㈱エー・ティー・エックスの加入者数が９月に12万６千人を超えるなど順調に

視聴者数を増やしてきており、売上高は20億１千万円となりました。

　音楽出版関連では、ＣＤ売り上げの伸び悩みなど業界を取り巻く厳しい状況をうけ、㈱テレビ東京

ミュージックの印税収入が減少し、売上高は18億２千１百万円に留まりました。

　以上の結果、放送周辺事業の売上高は162億３千９百万円、営業利益は11億１千９百万円となりまし

た。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は53億１千万円の増加

となりました。その結果、当中間連結会計期間末の資金残高は148億５千７百万円となりました。

　　　　　　　　　　　　　       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区　　分
当中間連結会計期間

平成22.4.1～平成22.9.30

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,765

投資活動によるキャッシュ・フロー △708

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,521

現金及び現金同等物の増減額 531

現金及び現金同等物の中間期末残高 14,857

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は27億６千５百万円となりました。

これは主に、税金等調整前中間純利益が12億４千１百万円となったこと、たな卸資産が15億５千９百

万円の減少となったことによるものであります。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は７億８百万円となりました。

これは主に、地上デジタル化に対応するための有形固定資産の取得による支出が８億３百万円あっ

たことによるものであります。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は15億２千１百万円となりました。

これは主に、短期借入金の返済による減少が12億円、配当金の支払いが３億９百万円あったことによ

るものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績及び受注実績

当社の取引形態は一般的な製造業等における「生産」や「受注」といった概念が存在しないため記載

しておりません。

　
(2) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 金額(百万円)

地上波放送事業 　

地上波放送 37,334

　　(タイム) (26,122)

　　(スポット) (11,212)

国内番組販売 2,207

BS放送関連等 473

ソフトライツ 4,524

イベント 1,323

小計 45,863

放送周辺事業 16,239

小計 16,239

売上高合計 62,102

調整額 △10,344

合計 51,757

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
当中間連結会計期間

金額(百万円) 割合(％)

㈱電通 19,834 38.3

　

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

なお、当中間連結会計期間中、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方

針及びいわゆる買収防衛策を定めておりましたが、当中間連結会計期間末において当該基本方針及びいわ

ゆる買収防衛策は廃止されております。

当社は、平成19年５月15日開催の取締役会において「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の

在り方に関する基本方針」（以下、「本基本方針」という。）を決定し、本基本方針に照らして不適切な者

が当社の財務及び事業の方針の決定を支配することを防止するための取組みとして、平成19年６月22日開

催の第39回定時株主総会の承認決議により、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛

策）」（以下、「本プラン」という。）を導入しており、本プランの有効期間は平成22年６月25日開催の第

42回定時株主総会（以下、「本総会」という。）終結の時までとなっておりました。

一方、当社は、当社、テレビ東京ブロードバンド株式会社及び株式会社ＢＳジャパンとの共同株式移転に

より、平成22年10月１日をもって新たに設立された株式会社テレビ東京ホールディングスの完全子会社と

なったため、東京証券取引所市場第一部に上場していた当社株式は、本株式移転の効力発生日に先立ち上

場廃止となりました。

このような状況下においては、本基本方針及び本プランの必要性はないことから、本株式移転の効力発

生日に先立つ平成22年５月14日開催の取締役会において、本総会終結の時をもって、本基本方針を一部修

正のうえ本プランを非継続とする決議をいたしました。なお、修正後の基本方針は、同決議に基づき、本株

式移転の効力発生日をもって廃止しております。

　

４ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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６ 【研究開発活動】

当社グループは、放送のデジタル化に伴うサービスの多様化に応えるため、幅広く利用技術の研究開発に

取り組んでおります。特に当社技術局技術開発部を中心に、ＨＤＴＶやデータ放送、ワンセグなどのサービ

スに関わる番組制作、伝送、送出技術に於いて、研究開発やＩＴの活用を推進しております。今後も引き続き

放送機関として、デジタル放送の普及と視聴者のニーズに速やかに対応することを目標とし、成果を反映す

ることで放送事業に役立てていきます。

当中間連結会計期間における主な活動は次のとおりであります。

　

地上波放送事業

①地上デジタル放送の普及、促進関連

新タワーや中継局設備の在京局での共同検討による設備の低廉化、難視聴地域の調査および自治体と連

携した対応、ワンセグを利用した新サービスの研究。

　

②番組制作関連

ＳＮＧ伝送用高圧縮符号化装置の検証、ＩＰ網や携帯キャリア網を利用した素材・中継音声の伝送実

験、３Ｄ映像のテスト収録での制作手法の研究、テープレスシステム導入に向けた要素技術の研究と技

術仕様の評価。

　

③新技術調査、研究関連

標準化機関への参画を通じてのＩＰＴＶ技術仕様の検討、番組間の音量差を無くすためのラウドネスの

検討、ＣＭを含む番組交換用メタデータの体系化検討、ＣＭ字幕・ＣＭファイル化の検討、周波数有効利

用における放送への影響調査。

　

④基幹システム関連

コンテンツの二次利用促進に向けた番組情報基盤システムの活用、省電力や熱対策など環境に配慮した

グリーンＩＴへの取り組み。

　

当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、27百万円であります。

なお、放送周辺事業に係る研究開発は行っておりません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの中間連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基

づいて作成されております。

当社経営陣は、中間連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資産・

負債の開示、並びに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える会計上の見積りを合理的に

行わなければなりません。経営陣は見積りに影響を与える要因を把握し、把握した要因に関して適切な仮

定設定、情報収集を行い、見積り金額を計算しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性がある

ため、これらの見積りと異なる場合があります。

　

当社グループは、特に以下の重要な会計方針が、当社の中間連結財務諸表の作成において使用される当

社グループの重要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えております。

①制作勘定

制作勘定のうち番組制作勘定について、放映権が２回以上ある場合の会計処理は、１回目の放映時及

び２回目の放映時に分けて原価を全額費用化します。ただし、権利期間が２年以内のものについては、

２回目の放映前に権利期間が完了した場合、その時点で全額費用化します。また、権利期間が２年超の

ものについては、２回目の放映前に契約時から２年を経過した場合、その時点で次回放映の計画を明確

に示すなどその資産性を明確にできる場合を除き、原則として全額費用化することとしています。

②投資の減損

当社グループは、長期的な取引関係維持のために、特定の顧客及び金融機関に対する株式投資を行っ

ております。これらの株式には株価の存在する公開会社の株式と、株価の決定が困難である非公開会社

の株式が含まれます。当社グループは投資価値の下落が一時的でないと判断した場合、投資の減損を計

上しております。投資価値の下落が一時的でないとの判断は、「金融商品会計基準」に従って行ってお

ります。

また、当中間連結会計期間末における保有株式の未実現損失の金額は僅少であります。将来の市況悪

化や投資先の業績悪化により、現在の簿価に反映されていない損失又は簿価の回収不能が発生した場

合、減損の計上が必要となる可能性があります。

③繰延税金資産

当社グループは、繰延税金資産について、実現可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価

性引当額を計上しております。評価性引当額の必要性を評価するに当たっては、将来の課税所得及び、

慎重かつ実現可能性の高い継続的な税務計画を検討しますが、繰延税金資産純額の全部又は一部を将

来実現できないと判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産を取崩し、税金費用として計上

することになります。同様に、計上金額の純額を上回る繰延税金資産を今後実現できると判断した場

合、繰延税金資産への調整により当該判断を行った期間に税金費用を減少し、利益を増加させることに

なります。
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④退職給付費用

退職給付費用及び退職給付債務は、数値計算上で設定される前提条件に基づいて算定されておりま

す。これらの前提条件には、割引率、将来の給与水準、退職率、直近の統計数値に基づいて算定される死

亡率及び年金資産の期待運用収益率などが含まれます。これらの基礎率が変化した場合、退職給付費用

の追加が必要となる可能性があります。

なお、当社は平成17年３月に、従来の適格退職年金制度について確定給付年金制度（金利変動型）

へ、平成17年４月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行しました。

　

(2) 経営成績の分析

①概況

当中間連結会計期間の日本経済は、厳しい環境の続くなか、緩やかではありますが景気回復傾向を

維持しています。政府も当期間中、景気の持ち直しの判断を継続し、自立的回復への動きにも言及し

ていますが、その一方で、景気を下押しするリスクへの警戒感も示しており、一層の注視が必要な状

況です。

②セグメント別の状況（売上高、営業利益の分析）

概況に記載した環境下において、当中間連結会計期間の売上高は517億５千７百万円、営業利益は17

億６千８百万円、経常利益は19億９百万円、中間純利益は６億８千５百万円となりました。詳細につき

ましては「１　業績等の概要　(1)業績」をご参照ください。

③営業外収益（費用）

営業外収益は１億８千７百万円となりました。主なものは受取配当金６千７百万円です。

営業外費用は４千６百万円となりました。主なものは支払利息４千４百万円です。

④税金等調整前中間純利益

以上の結果、税金等調整前中間純利益は12億４千１百万円となりました。

⑤中間純利益

以上の結果、中間純利益は６億８千５百万円となりました。

　

(3) 財政状態の分析

①流動資産

流動資産は416億８千２百万円、前連結会計年度に比べ22億８千１百万円の減となっております。

　これは主に、現金および預金が５億３千１百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が12億７千７

百万円減少したこと、たな卸資産が15億５千９百万円減少したことによるものです。

②固定資産

固定資産は299億３千３百万円、前連結会計年度に比べ12億４千９百万円の減となっております。

　これは主に、有形固定資産が１億７千万円減少したこと、無形固定資産が１億２千７百万円減少した

こと、市況の悪化により、投資有価証券が９億１千９百万円減少したことによるものです。

③流動負債

流動負債は126億１千万円、前連結会計年度に比べ38億１千９百万円の減となっております。

　これは主に、返済により短期借入金が12億円の減となったこと、未払費用が16億８千７百万円の減と

なったこと、賞与引当金が６億５千４百万円の減となったことによるものです。
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④固定負債

固定負債は96億２千８百万円、前連結会計年度に比べ３億８千９百万円の増となっております。

　これは主に、制度廃止により役員退職慰労引当金が５億７千２百万円の減となったものの、その他固

定負債が５億７千８百万円増加したことと、資産除去債務が３億９千１百万円となったことによるも

のです。

⑤純資産

純資産は493億７千７百万円、前連結会計年度に比べ１億円の減となっております。

　これは主に、利益剰余金が３億７千５百万円の増、少数株主持分が９千４百万円の増となったものの、

市況の悪化によりその他有価証券評価差額金が５億６千３百万円の減となったことによるものです。

　

(4) キャッシュ・フローの状況の分析

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は５億３千１百万円の

増加となりました。その結果、当中間連結会計期間末の資金残高は148億５千７百万円となりました。

詳細につきましては「１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 82,580,000

計 82,580,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年12月22日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,645,00020,645,000非上場（注）
単元株式数は100株でありま
す。

計 20,645,00020,645,000― ―

（注）当社は、平成22年10月１日付で、株式移転により株式会社テレビ東京ホールディングスの完全子会社となったた

め、平成22年９月28日に東京証券取引所（市場第一部）上場廃止となりました。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年９月30日 ― 20,645,000 ― 8,910 ― 8,684

　

EDINET提出書類

株式会社テレビ東京(E04488)

半期報告書

14/73



　

(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(株)日本経済新聞社 東京都千代田区大手町1丁目3-7 6,881 33.33

新日本観光(株) 東京都港区三田3丁目7-18 1,753 8.49

日本生命保険(相)
東京都千代田区丸の内1丁目6-6　日本生命証
券管理部内

1,036 5.02

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7-1 984 4.77

(株)みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1丁目1-5 600 2.91

日本トラスティ・サービス信託
銀行(株)　(中央三井アセット信
託銀行再信託分・(株)三井住友
銀行退職給付信託口)

東京都中央区晴海1丁目8-11 590 2.86

東レ(株) 東京都中央区日本橋室町2丁目1-1 518 2.51

(株)毎日放送 大阪府大阪市北区茶屋町17-1 518 2.51

三井物産(株) 東京都千代田区大手町1丁目2-1 518 2.51

テレビ東京社員持株会 東京都港区虎ノ門4丁目3-12 391 1.89

計 ― 13,791 66.80

（注）平成22年10月１日付でテレビ東京社員持株会は、テレビ東京ホールディングス社員持株会に変更されておりま

す。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　

600
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

20,641,200
206,412 ―

単元未満株式
普通株式

3,200
― ―

発行済株式総数 20,645,000― ―

総株主の議決権 ― 206,412 ―
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② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

株式会社テレビ東京
（自己保有株式）

東京都港区虎ノ門4-3-12 600 ― 600 0.00

計 ― 600 ― 600 0.00

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,046 2,027 1,879 1,730 1,694 1,620

最低(円) 1,846 1,778 1,685 1,623 1,450 1,470

(注)１．株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。

２．平成22年９月28日付で上場廃止し、株式会社テレビ東京ホールディングスの完全子会社となったことに伴い、

最終取引日である平成22年９月27日までの株価について記載しています。

　

３ 【役員の状況】

　　　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの、役員の異動はありません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社テレビ東京(E04488)

半期報告書

16/73



第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(3) 当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月

30日まで)の中間財務諸表は作成しておりません。従って、前中間連結会計期間及び前中間会計期間との

対比は行っておりません。

　なお、参考情報として、前第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日現在)の四半期連結貸借対照表

並びに前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書を「１ 中間連結財務諸表等」の「(2) その他」に記載し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)の中間連結財

務諸表及び中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより中間監査を受けております。

　

EDINET提出書類

株式会社テレビ東京(E04488)

半期報告書

17/73



１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当中間連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,867 14,335

受取手形及び売掛金 17,046 18,323

たな卸資産 7,915 9,474

その他 1,923 1,923

貸倒引当金 △69 △93

流動資産合計 41,682 43,963

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,598 7,768

土地 4,289 4,288

その他（純額） 3,943 3,945

有形固定資産合計 ※１
 15,831

※１
 16,002

無形固定資産 940 1,067

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 8,786

※２
 9,706

その他 4,477 4,477

貸倒引当金 △103 △70

投資その他の資産合計 13,161 14,113

固定資産合計 29,933 31,183

資産合計 71,616 75,147

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,270 2,741

短期借入金 100 1,300

未払費用 6,572 8,259

未払法人税等 510 376

賞与引当金 762 1,416

役員賞与引当金 － 24

その他 2,393 2,310

流動負債合計 12,610 16,429

固定負債

長期借入金 5,000 5,000

退職給付引当金 3,079 3,087

役員退職慰労引当金 － 572

資産除去債務 391 －

その他 1,157 579

固定負債合計 9,628 9,239

負債合計 22,238 25,668
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 8,910 8,910

資本剰余金 8,684 8,684

利益剰余金 30,964 30,589

自己株式 △2 △1

株主資本合計 48,557 48,182

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △579 △15

為替換算調整勘定 △48 △41

評価・換算差額等合計 △627 △56

少数株主持分 1,447 1,352

純資産合計 49,377 49,478

負債純資産合計 71,616 75,147
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②【中間連結損益計算書】
（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

売上高 51,757 106,033

売上原価 37,247 78,220

売上総利益 14,510 27,813

販売費及び一般管理費

人件費 2,994 6,015

賞与引当金繰入額 247 473

役員賞与引当金繰入額 － 24

退職給付費用 143 76

役員退職慰労引当金繰入額 87 155

代理店手数料 6,323 13,047

貸倒引当金繰入額 11 106

賃借料 617 1,272

減価償却費 215 386

その他 2,102 4,382

販売費及び一般管理費合計 12,742 25,939

営業利益 1,768 1,873

営業外収益

受取利息 8 22

受取配当金 67 80

為替差益 15 －

持分法による投資利益 12 －

受取賃貸料 39 73

保険解約返戻金 10 32

その他 34 93

営業外収益合計 187 302

営業外費用

支払利息 44 92

持分法による投資損失 － 8

その他 1 8

営業外費用合計 46 110

経常利益 1,909 2,065

EDINET提出書類

株式会社テレビ東京(E04488)

半期報告書

20/73



（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 － ※1
 1

投資有価証券売却益 － 72

特別利益合計 － 73

特別損失

固定資産売却損 － ※2
 27

固定資産除却損 ※3
 2

※3
 16

投資有価証券売却損 113 －

投資有価証券評価損 116 －

ゴルフ会員権売却損 － 1

ゴルフ会員権評価損 － 3

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 435 －

特別損失合計 667 47

税金等調整前中間純利益 1,241 2,091

法人税、住民税及び事業税 466 649

法人税等調整額 △31 △43

法人税等合計 434 605

少数株主損益調整前中間純利益 807 －

少数株主利益 122 293

中間純利益 685 1,192
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動計算書

(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 8,910 8,910

当中間期末残高 8,910 8,910

資本剰余金

前期末残高 8,684 8,684

当中間期末残高 8,684 8,684

利益剰余金

前期末残高 30,589 29,809

当中間期変動額

剰余金の配当 △309 △412

中間純利益 685 1,192

当中間期変動額合計 375 779

当中間期末残高 30,964 30,589

自己株式

前期末残高 △1 △1

当中間期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当中間期変動額合計 △0 △0

当中間期末残高 △2 △1

株主資本合計

前期末残高 48,182 47,403

当中間期変動額

剰余金の配当 △309 △412

中間純利益 685 1,192

自己株式の取得 △0 △0

当中間期変動額合計 375 779

当中間期末残高 48,557 48,182

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △15 △781

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△563 766

当中間期変動額合計 △563 766

当中間期末残高 △579 △15

EDINET提出書類

株式会社テレビ東京(E04488)

半期報告書

22/73



(単位：百万円)

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動計算書

(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

為替換算調整勘定

前期末残高 △41 △43

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△6 1

当中間期変動額合計 △6 1

当中間期末残高 △48 △41

評価・換算差額等合計

前期末残高 △56 △824

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△570 768

当中間期変動額合計 △570 768

当中間期末残高 △627 △56

少数株主持分

前期末残高 1,352 1,076

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

94 276

当中間期変動額合計 94 276

当中間期末残高 1,447 1,352

純資産合計

前期末残高 49,478 47,654

当中間期変動額

剰余金の配当 △309 △412

中間純利益 685 1,192

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△475 1,044

当中間期変動額合計 △100 1,823

当中間期末残高 49,377 49,478

EDINET提出書類

株式会社テレビ東京(E04488)

半期報告書

23/73



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 1,241 2,091

減価償却費 1,195 2,525

のれん償却額 31 61

賞与引当金の増減額（△は減少） △654 1,416

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △24 △17

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7 △367

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △572 △39

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9 104

受取利息及び受取配当金 △75 △102

支払利息 44 92

固定資産売却損益（△は益） － 26

固定資産除却損 2 16

投資有価証券売却損益（△は益） 113 △72

投資有価証券評価損益（△は益） 116 －

持分法による投資損益（△は益） △12 8

売上債権の増減額（△は増加） 1,277 1,256

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,559 1,628

仕入債務の増減額（△は減少） △470 △935

未払費用の増減額（△は減少） △1,687 △1,607

前受金の増減額（△は減少） △273 △323

長期未払金の増減額（△は減少） 647 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 435 －

その他 125 △554

小計 3,021 5,209

利息及び配当金の受取額 75 110

利息の支払額 △44 △86

法人税等の支払額 △287 △820

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,765 4,412

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △803 △1,988

無形固定資産の取得による支出 △55 △177

投資有価証券の取得による支出 △69 △1,167

投資有価証券の売却による収入 205 239

関係会社株式の取得による支出 － △71

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ 0

貸付けによる支出 △8 △12

貸付金の回収による収入 16 28

その他 5 △141

投資活動によるキャッシュ・フロー △708 △3,291
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ・マネジメント・システムによる預
り金の増減額（△は減少）

93 242

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,200 △1,300

リース債務の返済による支出 △77 △79

長期借入れによる収入 － 5,000

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △309 △411

少数株主への配当金の支払額 △27 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,521 3,433

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 531 4,555

現金及び現金同等物の期首残高 14,325 9,770

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ △0

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※
 14,857

※
 14,325
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　13社　　　

　　　　㈱テレビ東京ミュージック

　　　　㈱テレビ東京メディアネット

　　　　㈱テレビ東京コマーシャル

　　　　㈱テレビ東京アート　

　　　　㈱テレビ東京システム

　　　　㈱テレビ東京制作

　　　　㈱テレビ東京ダイレクト

　　　　㈱テレビ東京ヒューマン

　　　　㈱テクノマックス

　　　　㈱テレビ東京建物

　　　　㈱エー・ティー・エックス

　　　　TV TOKYO AMERICA, lNC.

エフエムインターウェーブ㈱

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　13社

　　　　㈱テレビ東京ミュージック

　　　　㈱テレビ東京メディアネット

　　　　㈱テレビ東京コマーシャル

　　　　㈱テレビ東京アート　

　　　　㈱テレビ東京システム

　　　　㈱テレビ東京制作

　　　　㈱テレビ東京ダイレクト

　　　　㈱テレビ東京ヒューマン

　　　　㈱テクノマックス

　　　　㈱テレビ東京建物

　　　　㈱エー・ティー・エックス

　　　　TV TOKYO AMERICA, lNC.

エフエムインターウェーブ㈱

　なお、テレビ東京ゴルフダイジェスト・オンラ

インLLC合同会社については、当連結会計年度に

おいて解散したため連結の範囲から除外してお

ります。

　(2) 主要な非連結子会社の名称等

　　　NARUTO製作委員会（民法上の任意組合) 

（連結の範囲から除いた理由）

　　　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資

産、売上高、中間純利益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで

あります。

　(2) 主要な非連結子会社の名称等

　　　NARUTO製作委員会（民法上の任意組合) 

（連結の範囲から除いた理由）

　　　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであり

ます。

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の非連結子会社の数　　　　　16社

主要な会社の名称

NARUTO製作委員会（民法上の任意組合）

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の非連結子会社の数　　　　　16社

主要な会社の名称

NARUTO製作委員会（民法上の任意組合）

なお、当連結会計年度に新たに出資した製作

委員会１社を持分法適用の範囲に含めておりま

す。

　(2) 持分法適用の関連会社の数　　　　　　　４社

　　　　㈱日経映像

テレビ東京ブロードバンド㈱

　　　　㈱インタラクティーヴィ

　　　　㈱チェンジフィールド

　(2) 持分法適用の関連会社の数　　　　　　　４社

　　　　㈱日経映像

テレビ東京ブロードバンド㈱

　　　　㈱インタラクティーヴィ

　　　　㈱チェンジフィールド

なお、当連結会計年度に新たに設立した㈱

チェンジフィールドを持分法適用の範囲に含め

ております。

また、DIS㈱及び㈱パコマは、テレビ東京ブ

ロードバンド㈱が当連結会計年度中に株式を売

却し、テレビ東京ブロードバンド㈱の関連会社

に該当しなくなったため、持分法適用の範囲か

ら除外しております。

　(3) 持分法非適用の非連結子会社又は関連会社の主要

な会社名

　当社は非連結子会社及び関連会社を全て持分法適

用会社としているため、持分法非適用の非連結子会

社及び関連会社はありません。

(3) 持分法非適用の非連結子会社又は関連会社の主

要な会社名

同左
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当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

３　連結子会社の中間決算日等に関する事項

　　　連結子会社の中間決算日は、TV TOKYO AMERICA,

 INC. を除き、全て中間連結決算日と一致しており

ます。

　　　なお、TV TOKYO AMERICA,INC. は６月30日を中間決

算日としています。中間連結財務諸表の作成に当

たっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間

連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　連結子会社の決算日は、TV TOKYO AMERICA, INC. を

除き、全て連結決算日と一致しております。

　　　なお、TV TOKYO AMERICA,INC. は12月31日を決算日

としています。連結財務諸表の作成に当たっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの：中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により

算定)によっております。

　　　　時価のないもの：移動平均法による原価法によっ

ております。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの：連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算

定)によっております。

　　　　時価のないもの：

同左

　　②　たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価
切下げの方法）によっております。

　　　制作勘定

個別法

　　　商品・貯蔵品

主として先入先出法

　　②　たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価
切下げの方法）によっております。

　　　制作勘定

同左

　　　商品・貯蔵品

同左

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)については、定額法によってお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物　　　３年～50年

機械装置及び運搬具　２年～10年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

（リース資産を除く）

同左

　　②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

　　②　無形固定資産

（リース資産を除く）

　　　　同左

 

　　③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以

前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

　　③　リース資産

同左
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当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

同左

 

 

　　②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づき当中間連結会計年度に

見合う分を計上しております。

―――――

　　②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合

う分を計上しております。

　　（追加情報）

従業員賞与について、従来、財務諸表の作成時

において従業員への賞与支給額が確定しており、

当該支給額が支給対象期間に対応して算定され

ていたため「未払費用」として計上しておりま

したが、当連結会計年度における従業員の賞与制

度の変更に伴い、財務諸表作成時において従業員

への賞与支給額が確定しないこととなったため、

支給見込額の当連結会計年度の負担額を「賞与

引当金」として計上しております。

なお、前連結会計年度末において、未払費用と

して計上されていた未払従業員賞与の金額は

1,004百万円であります。

――――― 　　③　役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

　　③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異については、発生年度

において一括して処理しております。また過去勤

務債務については、発生年度よりその発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10

年）による定額法により処理しております。

―――――

　　④　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

なお、数理計算上の差異については、発生年度

において一括して処理しております。また過去勤

務債務については、発生年度よりその発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10

年）による定額法により処理しております。

 

 

　　（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計

基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準

第19号　平成20年７月31日）を適用しておりま

す。

なお、これによる営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益に与える影響はありません。

――――― 　　⑤　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規

に基づく連結会計年度末要支給額を計上してお

ります。
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当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　　　在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定に含めてお

ります。

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　　　在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定に含めておりま

す。

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ておりますので、特例処理を採用しております。

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金の利息

　　③　ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金

利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別

は個別契約毎に行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては特例処理の要件を満

たしているため、中間連結決算日における有効性

の評価を省略しております。

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

同左

 

 

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

　　③　ヘッジ方針

同左

 

 

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては特例処理の要件を満

たしているため、連結決算日における有効性の評

価を省略しております。

　(6) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲

　　　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。

―――――

 

　(7) 消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。なお、仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺の上、流動負債「その他」に含めて表示

しております。

　(6) 消費税等の会計処理

同左

――――― ５　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。
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【会計方針の変更】

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（資産除去債務に関する会計基準等）

　　　当中間連結会計期間から、「資産除去債務に関する

会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３

月31日）を適用しております。

　　　これにより、当中間連結会計期間の営業利益、経常利

益は５百万円、税金等調整前中間純利益は441百万

円減少しております。また、当会計基準等の適用開

始による資産除去債務の変動額は388百万円であり

ます。

（持分法に関する会計基準等）

当中間連結会計期間から、「持分法に関する会計

基準」（企業会計基準第16号　平成20年３月10日公

表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関

する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20

年３月10日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

―――――

 
 

　

【追加情報】

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（役員退職慰労引当金）

　　　当社及び一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の

支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を

役員退職慰労引当金として計上しておりましたが、

平成22年６月の定時株主総会終結の時をもって役

員退職慰労金制度を廃止することを取締役会にお

いて決議するとともに、当該定時株主総会において

役員退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給を

決議いたしました。

　これにより、当社及び連結子会社は打ち切り支給

に伴う未払額583百万円を固定負債の「その他」に

含めて表示しております。

―――――
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【注記事項】　

(中間連結貸借対照表関係)

　
当中間連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

建物及び構築物 5,942百万円

その他 21,038百万円

計 26,981百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

建物及び構築物 5,536百万円

その他 20,125百万円

計 25,662百万円

※２　担保提供資産

　第三者の銀行借入金に対して、投資有価証券1,000

百万円を物上保証に供しております。

※２　担保提供資産

　第三者の銀行借入金に対して、投資有価証券1,000

百万円を物上保証に供しております。

　３　偶発債務

　㈱放送衛星システムの銀行借入金に対する保証債

務が146百万円あります。

　３　偶発債務

　㈱放送衛星システムの銀行借入金に対する保証債

務が291百万円あります。

　

(中間連結損益計算書関係)

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

――――― ※１　固定資産売却益の内訳

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

　　計 1百万円

――――― ※２　固定資産売却損の内訳

建物及び構築物 21百万円

機械装置及び運搬具 2百万円

工具、器具及び備品 0百万円

土地 1百万円

　　計 27百万円

※３　固定資産除却損の内訳

機械装置及び運搬具 2百万円

工具、器具及び備品 0百万円

　　計 2百万円

※３　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び運搬具 8百万円

工具、器具及び備品 3百万円

無形固定資産 0百万円

　　計 16百万円
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

当中間連結会計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年９月30日）

1.　発行済株式に関する事項

　（単位：株）

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式 20,645,000 ― ― 20,645,000

　

２．自己株式に関する事項

　（単位：株）

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式 566 117 ― 683

(変動事由の概要)
 増加数の内訳は、次のとおりであります。
 　単元未満株式の買取りによる増加　117株

　

３.新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　

決議
株式の
種類

配当金
の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 309 15 平成22年３月31日 平成22年6月28日

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるも

の

決議
株式の
種類

配当の原資
配当金
の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年11月2日
取締役会

普通株式 利益剰余金 206 10 平成22年９月30日 平成22年12月６日
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前連結会計年度（自 平成21年４月1日　至 平成22年３月31日）

1.　発行済株式に関する事項

　（単位：株）

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 20,645,000 ― ― 20,645,000

　

２．自己株式に関する事項

　（単位：株）

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 411 155 ― 566

(変動事由の概要)
 増加数の内訳は、次のとおりであります。
 　単元未満株式の買取りによる増加　155株

　

３.新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　議
株式の

種類

配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成21年６月24日

定時株主総会

普通

株式
206 10.00平成21年３月31日 平成21年６月25日

平成21年11月４日

取締役会

普通

株式
206 10.00平成21年９月30日 平成21年12月７日

計 　 412 　 　 　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　議
株式の

種類
配当の原資

配当金

の総額

(百万円)

１株当た

り配当額

(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日

定時株主総会

普通

株式
利益剰余金 309 15 平成22年３月31日 平成22年６月28日

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 14,867百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10百万円

現金及び現金同等物 14,857百万円
 

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 14,335百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10百万円

現金及び現金同等物 14,325百万円

　

(リース取引関係)
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当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相当額
(百万円)

中間期末残高
相当額
(百万円)

その他（有形固
定資産）

1,955 1,240 715

無形固定資産 19 18 0

合計 1,974 1,259 715

　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

その他（有形固
定資産）

2,053 1,158 894

無形固定資産 35 33 2

合計 2,089 1,191 897

　

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 287百万円

１年超 465百万円

合計 753百万円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 353百万円

１年超 585百万円

合計 938百万円

 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額1

支払リース料 193百万円

減価償却費相当額 180百万円

支払利息相当額 8百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 477百万円

減価償却費相当額 437百万円

支払利息相当額 24百万円

 
(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする

定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

同左

　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　利息相当額の算定方法

同左

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

(1)リース資産の内容

有形固定資産

放送事業におけるスタジオＨＤ設備その他の放送

機器(機械及び装置)であります。

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

(1)リース資産の内容

有形固定資産

同左

 
(2)リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。

 

(2)リース資産の減価償却の方法

同左

 
 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年内 22百万円

１年超 13百万円

　合計 36百万円

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年内 19百万円

１年超 12百万円

　合計 31百万円
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(金融商品関係)

当中間連結会計期間（自　平成22年４月１日　　至　平成22年９月30日）

　

金融商品の時価等に関する事項

平成22年９月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

（（注２）を参照ください。）

（単位：百万円）

　
中間連結貸借対照表

計上額
時価 差額

　（1）現金及び預金 14,867 14,867 ―

　（2）受取手形及び売掛金 17,046 17,046 ―

　（3）投資有価証券 3,527 3,990 463

資産計 35,441 35,904 463

　（1）支払手形及び買掛金 2,270 2,270 ―

　（2）未払費用 6,572 6,572 ―

　（3）長期借入金 5,000 5,007 7

負債計 13,843 13,850 7

デリバティブ取引 ― ― ―

　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

（3）投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券
に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

負　債

（1）支払手形及び買掛金、並びに（2）未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

（3）長期借入金

長期借入金の時価については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用
状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該
帳簿価額によっております。また、金利スワップの特例処理の対象とされたものは、当該金利スワップと
一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利
率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 中間連結貸借対照表計上額

非上場株式 5,259

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資有
価証券」には含めておりません。
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前連結会計年度（自　平成21年４月１日　　至　平成22年３月31日）

  金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注

２）を参照ください。）

（単位：百万円）

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

　（1）現金及び預金 14,335 14,335 ―

　（2）受取手形及び売掛金 18,323 18,323 ―

　（3）投資有価証券 4,192 4,830 637

資産計 36,851 37,489 637

　（1）支払手形及び買掛金 2,741 2,741 ―

　（2）未払費用 8,259 8,259 ―

　（3）長期借入金 5,000 5,007 7

負債計 16,001 16,008 7

デリバティブ取引 ― ― ―

　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

（3）投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券
に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

負　債

（1）支払手形及び買掛金、並びに（2）未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

（3）長期借入金

長期借入金の時価については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用
状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該
帳簿価額によっております。また、金利スワップの特例処理の対象とされたものは、当該金利スワップと
一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利
率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 5,513

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資有
価証券」には含めておりません。

　

(追加情報)
  当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び
「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適
用しております。
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(有価証券関係)

当中間連結会計期間末(平成22年９月30日)

その他有価証券

区分
中間連結決算日における
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

　 　 　

　①　株式 1,402 1,144 258

小計 1,402 1,144 258

中間連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

　 　 　

　①　株式 1,811 2,754 △943

小計 1,811 2,754 △943

合計 3,214 3,899 △685

(注)表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資

有価証券評価損116百万円を計上しております。

　

前連結会計年度末(平成22年３月31日)

その他有価証券

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

　①　株式 1,804 1,190 614

小計 1,804 1,190 614

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

　①　株式 2,081 2,708 △627

小計 2,081 2,708 △627

合計 3,886 3,899 △12
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(デリバティブ取引関係)

当中間連結会計期間（自　平成22年４月１日　　至　平成22年９月30日）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当する事項はありません。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

（単位：百万円）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引の

種類等
主なヘッジ対象

契約額等
（うち1年超）

時価
時価の
算定方法

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金
1,250
(1,250)

（*）
取引先金融機関か
ら提示された価格
によっている

（*）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しています。

　

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　　至　平成22年３月31日）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当する事項はありません。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

（単位：百万円）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引の

種類等
主なヘッジ対象

契約額等
（うち1年超）

時価
時価の
算定方法

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金
1,250
(1,250)

（*）
取引先金融機関か
ら提示された価格
によっている

（*）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しています。

　

(資産除去債務関係)

当中間連結会計期間末(平成22年９月30日)

　

資産除去債務のうち中間連結貸借対照表に計上しているもの

　

当中間連結会計期間における総額の増減は次のとおりであります。

　

前連結会計年度末残高（注） 388百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 －百万円

時の経過による調整額 2百万円

当中間連結会計期間末残高 391百万円

　

（注）当中間連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20

年３月31日）を適用しているため、前連結会計年度の末日における残高に代えて、当中間連結会計

期間の期首における残高を記載しております。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)
　

　
放送事業
(百万円)

ライツ事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

88,655 17,378 106,033 ― 106,033

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,336 476 1,842 (1,842) ―

計 90,021 17,854 107,875 (1,842)106,033

営業費用 87,968 17,873 105,841 (1,682)104,159

営業利益又は営業損失（△） 2,053 △19 2,033 (160) 1,873

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主要な事業内容

(1) 放送事業………テレビ広告枠の販売、番組の国内地上波放送局向け販売、ＢＳ放送関連、番組の制作・技術

等

(2) ライツ事業……放送番組の周辺権利を利用した事業、映画出資事業、イベント事業、音楽著作物の管理等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は171百万円であり、その内容は一般管

理部門所管の減価償却費等であります。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも

90％を超えているため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
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【セグメント情報】

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、コンテンツの有効利用という観点から、放送を中心とした一次利用と、それ以外での収益確保とい

う二次利用とを包括的に捉えて事業活動を展開しております。また、子会社については、当社の事業を機能

的に補完するという役割を担っております。

　したがって、当社グループは当社を基礎とした「地上波放送事業」と、子会社を基礎とした「放送周辺事

業」の２つを報告セグメントとしております。

　「地上波放送事業」は、テレビ番組の制作・放送及びテレビ広告の放送、また放送番組の周辺権利を利用

した事業などを行っております。「放送周辺事業」は、放送番組の企画制作・技術・中継、音楽関連、通信販

売などの事業を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却前）ベース

の数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結財務諸
表計上額
（注）２地上波放送事業 放送周辺事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 41,866 9,891 51,757 ― 51,757

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

3,997 6,347 10,344 △10,344 ―

計 45,863 16,239 62,102 △10,344 51,757

セグメント利益 628 1,119 1,748 19 1,768

セグメント資産 66,484 13,818 80,302 △8,686 71,616

その他の項目 　 　 　 　 　

減価償却費 1,033 175 1,209 △13 1,195

持分法適用会社への投資額 656 ― 656 ― 656

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

842 104 947 △14 933

(注)１．セグメント利益の調整額19百万円には、セグメント間取引消去55百万円、のれん償却額△31百万円及び無形固定

資産・制作勘定の調整額△３百万円が含まれております。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．セグメント資産の調整額△8,686百万円には、セグメント間取引消去△8,910百万円、のれん224百万円が含まれ

ております。　

４．減価償却費の調整額△13百万円は、セグメント間取引消去であります。　

５．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△14百万円は、セグメント間取引消去であります。　
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【関連情報】

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

(単位：百万円)

　 地上波放送事業 放送周辺事業 計

  外部顧客への売上高 41,866 9,891 51,757

　

２．地域ごとの情報

（1）売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域

ごとの売上高の記載を省略しております。

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱電通 19,834地上波放送事業、放送周辺事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

全社・消去 合計
地上波放送事業 放送周辺事業 計

当中間期償却額 ― 31 31 ― 31

当中間期末残高 ― 224 224 ― 224

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

（追加情報）

当中間連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 2,321円72銭１株当たり純資産額 2,331円18銭

１株当たり中間純利益金額 33円18銭１株当たり当期純利益金額 57円77銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)１.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当中間連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 49,377 49,478

普通株式に係る純資産額(百万円) 47,930 48,125

差額の主な内訳(百万円) 　 　

　少数株主持分 1,447 1,352

普通株式の発行済株式数(千株) 20,645 20,645

普通株式の自己株式数(千株) 0 0

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(千株) 20,644 20,644

２.１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当中間連結会計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日)

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間(当期)純利益(百万円) 685 1,192

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 685 1,192

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 20,644 20,644
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(重要な後発事象)

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

（株式移転）

当社、テレビ東京ブロードバンド㈱及び㈱ＢＳジャパンは、平成22年10月１日を効力発生日として、

共同株式移転の方法により共同持株会社である㈱テレビ東京ホールディングスを設立し、当社、テレビ

東京ブロードバンド㈱及び㈱ＢＳジャパンは同社の完全子会社となりました。

　

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

（株式移転）

当社、テレビ東京ブロードバンド㈱及び㈱ＢＳジャパンは、認定放送持株会社体制に移行すべく、平

成22年10月１日（予定）を効力発生日として、共同株式移転の方法により共同持株会社である㈱テレ

ビ東京ホールディングスを設立し、同社を認定放送持株会社とする経営統合を行うことについて、平成

22年５月14日開催の各社取締役会において決議の上、同日付で経営統合契約書を締結し、共同して株式

移転計画書を作成いたしました。

　なお、本件につきましては、当社においては平成22年６月25日開催の定時株主総会において承認を受

け、テレビ東京ブロードバンド㈱においては平成22年６月21日開催の定時株主総会、㈱ＢＳジャパンに

おいては平成22年６月24日開催の定時株主総会にてそれぞれ承認を受けております。

　また、本株式移転は関係当局の認可等を前提としており、㈱テレビ東京ホールディングスの認定放送

持株会社への移行は、放送法第52条の30第１項に基づく総務大臣の認定が条件となります。

　

１. 本経営統合の目的

　認定放送持株会社体制に移行することにより、地上波、ＢＳ波、ＣＳ波、ＦＭラジオに加え、イン

ターネットやモバイルでもコンテンツを効率的に視聴者に提供する体制を構築することが可能と

なります。放送と通信の連携を具現化するとともにグループの持つ経営資源を無駄なく活用し、責

任あるメディアとしての役割を果たしながらグループの競争力強化を図ることによって、企業価

値の最大化を実現することを目的としております。

　

２. 本経営統合の要旨

（1）株式移転の日程

　設立登記日（効力発生日）及び認定放送持株会社認定は平成22年10月１日を予定しております。

（2）株式移転の方法

　当社、テレビ東京ブロードバンド㈱及び㈱ＢＳジャパンを完全子会社、共同持株会社を完全親会

社とする共同株式移転であります。

（3）株式移転比率

会 社 名 ㈱テレビ東京
テレビ東京

 ブロードバンド㈱
㈱ＢＳジャパン

本株式移転に係る

割当の内容
１ 45 11

　但し、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合は、３社による協

議の上、変更することがあります。また、㈱テレビ東京ホールディングスの単元株式数は、100株と

いたします。

（4）株式移転の当事会社の概要

　名　　　称 ㈱テレビ東京
テレビ東京

 ブロードバンド㈱
㈱ＢＳジャパン
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　所　在　地
東京都港区虎ノ門四丁目３
番12号

東京都港区虎ノ門四丁目３
番９号
住友虎ノ門ビル７階

東京都港区虎ノ門四丁目３
番１号
城山トラストタワー５階

　代表者の役職・氏名
代表取締役社長
島田　昌幸

代表取締役社長
加藤　雅夫

代表取締役社長
山田　登

　事 業 内 容

放送事業（地上波放送、国内
番組販売、ＢＳ放送関連
等）、ライツ事業（ソフトラ
イツ、イベント等）

キャラクター、アニメ、放送
等の分野での人気コンテン
ツの権利獲得及びモバイ
ル＆インターネットでのコ
ンテンツ配信及び関連する
周辺権利のビジネス展開

放送衛星ＢＳＡＴ－２系を
利用する委託放送事業及び
その付帯事業

　資　本　金 8,910百万円 1,483百万円 25,000百万円

（5）株式移転により新たに設立する会社の概要

　名　　　称 ㈱テレビ東京ホールディングス

　所　在　地 東京都港区虎ノ門四丁目３番12号

　代表者の役職・氏名
代表取締役社長
島田　昌幸

　事 業 内 容
株式等の保有を通じて企業グループの
統括・運営等を行う認定放送持株会社

　資　本　金 10,000百万円

(6) 本株式移転に伴う会計処理の概要

　本株式移転は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号（平成20年12月26日　企業

会計基準委員会））における「取得」に該当するため、本株式移転の株式移転完全子会社のうち

当社を取得企業とするパーチェス法を適用することが見込まれています。なお、パーチェス法の適

用に伴いのれんの発生が見込まれておりますが、本株式移転の効力発生日までその金額が確定し

ないため、金額及び償却年数については未定です。
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(2) 【その他】

前中間連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は四半期連結財務諸表を作成し

ているため、以下に参考情報として前第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）の四半期連結貸

借対照表並びに前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）の四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書を記載しております。
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１ 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

　 　 （単位：百万円）

　 　
前第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

資産の部 　 　
　流動資産 　 　

　　現金及び預金 　 14,787

　　受取手形及び売掛金 　 17,355

　　制作勘定 　 10,436

　　商品 　 85

　　貯蔵品 　 14

　　その他 　 1,449

　　貸倒引当金 　 △29

　　流動資産合計 　 44,099

　固定資産 　 　
　　有形固定資産 　 　

　　　建物及び構築物（純額） 　 7,569

　　　その他（純額） 　 8,178

　　　有形固定資産合計 ※1 15,748

　　無形固定資産 　 1,134
　　投資その他の資産 　 　

　　　投資有価証券 　 8,596

　　　その他 　 4,513

　　　貸倒引当金 　 △58

　　　投資その他の資産合計 　 13,052

　　固定資産合計 　 29,935

　資産合計 　 74,034

負債の部 　 　
　流動負債 　 　

　　支払手形及び買掛金 　 2,951

　　短期借入金 　 2,600

　　未払費用 　 6,942

　　賞与引当金 　 760

　　未払法人税等 　 431

　　その他 　 1,558

　　流動負債合計 　 15,243

　固定負債 　 　
　　長期借入金 　 5,000

　　退職給付引当金 　 3,536

　　役員退職慰労引当金 　 494

　　その他 　 448

　　固定負債合計 　 9,479

　負債合計 　 24,723
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　 　 （単位：百万円）

　 　
前第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

純資産の部 　 　
　株主資本 　 　

　　資本金 　 8,910

　　資本剰余金 　 8,684

　　利益剰余金 　 30,611

　　自己株式 　 △1

　　株主資本合計 　 48,205

　評価・換算差額等 　 　
　　その他有価証券評価差額金 　 △115

　　為替換算調整勘定 　 △34

　　評価・換算差額等合計 　 △149

　少数株主持分 　 1,255

　純資産合計 　 49,311

負債純資産合計 　 74,034
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(2) 四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

　 　 （単位：百万円）

　 　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 　 52,230

売上原価 　 38,018

売上総利益 　 14,212

販売費及び一般管理費 　 　

　人件費 　 2,932

　賞与引当金繰入額 　 232

　退職給付費用 　 171

　役員退職慰労引当金繰入額 　 77

　代理店手数料 　 6,293

　貸倒引当金繰入額 　 30

　賃借料 　 639

　減価償却費 　 179

　その他 　 2,094

　販売費及び一般管理費合計 　 12,651

営業利益 　 1,560

営業外収益 　 　

　受取利息 　 6

　受取配当金 　 55

　為替差益 　 8

　受取賃貸料 　 32

　その他 　 85

　営業外収益合計 　 187

営業外費用 　 　

　支払利息 　 42

　持分法による投資損失 　 21

　その他 　 6

　営業外費用合計 　 71

経常利益 　 1,677

特別損失 　 　

　固定資産売却損 　 23

　固定資産除却損 　 3

　特別損失合計 　 27

税金等調整前四半期純利益 　 1,650

法人税、住民税及び事業税 　 376

法人税等調整額 　 75

法人税等合計 　 452

少数株主利益 　 196

四半期純利益 　 1,001
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

　 　 （単位：百万円）

　 　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　税金等調整前四半期純利益 　 1,650

　減価償却費 　 1,158

　のれん償却額 　 29

　役員賞与引当金の増減額（△は減少） 　 △41

　賞与引当金の増減額（△は減少） 　 760

　退職給付引当金の増減額（△は減少） 　 81

　役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 　 △118

　貸倒引当金の増減額（△は減少） 　 28

　受取利息及び受取配当金 　 △62

　支払利息 　 42

　固定資産売却損益（△は益） 　 23

　固定資産除却損 　 3

　持分法による投資損益（△は益） 　 21

　売上債権の増減額（△は増加） 　 2,224

　たな卸資産の増減額（△は増加） 　 567

　仕入債務の増減額（△は減少） 　 △725

　未払費用の増減額（△は減少） 　 △2,926

　前受金の増減額（△は減少） 　 △521

　その他 　 △381

　小計 　 1,816

　利息及び配当金の受取額 　 70

　利息の支払額 　 △37

　法人税等の支払額 　 △449

　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 1,399

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　有形固定資産の取得による支出 　 △1,050

　無形固定資産の取得による支出 　 △63

　投資有価証券の取得による支出 　 △0

　関係会社株式の取得による支出 　 △71

　貸付けによる支出 　 △9

　貸付金の回収による収入 　 22

　その他 　 △172

　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △1,346
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　 　 （単位：百万円）

　 　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　キャッシュ・マネジメント・システムによる預り金の増減額（△は減少） 　 174

　長期借入れによる収入 　 5,000

　自己株式の取得による支出 　 △0

　配当金の支払額 　 △206

　少数株主への配当金の支払額 　 △17

　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 4,950

現金及び現金同等物に係る換算差額 　 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 　 5,007

現金及び現金同等物の期首残高 　 9,770

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 14,777
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　持分法の適用に関する事項の変更

第１四半期連結会計期間から、新たに設立した関連会社である㈱チェンジフィールドを持分法適用の範囲に

含めております。

　また、第１四半期連結会計期間よりＤＩＳ㈱は、テレビ東京ブロードバンド㈱が第１四半期連結会計期間に株

式を売却しテレビ東京ブロードバンド㈱の関連会社に該当しなくなったため、持分法適用の範囲から除外して

おります。

 

　

四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

前第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

追加情報

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　賞与引当金

従業員賞与について、従来、財務諸表の作成時において従業員への賞与支給額が確定しており、当該支給額が

支給対象期間に対応して算定されていたため「未払費用」として計上しておりましたが、第１四半期連結会計

期間における従業員の賞与制度の変更に伴い、財務諸表作成時において従業員への賞与支給額が確定しないこ

ととなったため、支給見込額の当第２四半期連結累計期間の負担額を「賞与引当金」として計上しておりま

す。

　なお、前連結会計年度末において、未払費用として計上されていた未払従業員賞与の金額は1,004百万円であ

ります。

 

　

注記事項

(四半期連結貸借対照表関係)

　
前第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額   24,658百万円

 
２　偶発債務

㈱放送衛星システムの銀行借入金に対する保証債

務が437百万円あります。

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係（平成

21年９月30日現在）

現金及び預金 14,787百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 10百万円

現金及び現金同等物 14,777百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　

至　平成21年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 20,645,000

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
前第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 461

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金
の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月24日
定時株主総会

普通株式 206 10.00平成21年３月31日 平成21年6月25日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議
株式の
種類

配当金
の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月４日
取締役会

普通株式 206 10.00平成21年９月30日 平成21年12月７日 利益剰余金
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(セグメント情報)

事業の種類別セグメント情報

前第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　
放送事業
(百万円)

ライツ事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

44,173 8,057 52,230 ― 52,230

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

689 164 853 (853) ―

計 44,862 8,221 53,084 (853) 52,230

営業利益 1,292 345 1,638 ( 77) 1,560

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主要な事業内容

(1) 放送事業………テレビ広告枠の販売、番組の国内地上波放送局向け販売、ＢＳ放送関連、番組の制作・技術

等

(2) ライツ事業……放送番組の周辺権利を利用した事業、映画出資事業、イベント事業、音楽著作物の管理等

　

所在地別セグメント情報

　前第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％を越えているため、記載を省略しておりま

す。

　

海外売上高

　前第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計が適用されているものについては記載の対象から除いているため、該当事項はありませ

ん。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)
　

１  １株当たり純資産額

前第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

　 　

　 2,327円76銭
　

　
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
前第２四半期
連結会計期間末
(平成21年９月30日)

純資産の部の合計額(百万円) 49,311

普通株式に係る純資産額(百万円) 48,055

差額の主な内訳(百万円) 　

  少数株主持分 1,255

普通株式の発行済株式数(千株) 20,645

普通株式の自己株式数(千株) 0

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 20,644

　
２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 48円52銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

　

(注)１．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

(注)２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,001

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,001

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 20,644

　
　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：百万円)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,595 14,159

受取手形 842 1,031

売掛金 14,801 16,029

たな卸資産 6,883 8,374

その他 1,470 1,437

貸倒引当金 △15 △17

流動資産合計 38,578 41,014

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 6,425 6,533

土地 4,251 4,250

その他（純額） 4,137 4,138

有形固定資産合計 ※1
 14,814

※1
 14,922

無形固定資産 616 701

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 8,078

※2
 8,884

その他 6,218 6,205

貸倒引当金 △98 △66

投資その他の資産合計 14,197 15,023

固定資産合計 29,628 30,647

資産合計 68,206 71,662

負債の部

流動負債

買掛金 1,464 1,735

短期借入金 100 1,300

リース債務 15 15

未払費用 6,684 8,353

未払法人税等 50 54

賞与引当金 404 1,076

預り金 6,824 6,567

その他 1,310 1,537

流動負債合計 16,854 20,639

固定負債

長期借入金 5,000 5,000

リース債務 21 29

退職給付引当金 2,284 2,286

役員退職慰労引当金 － 315

資産除去債務 391 －

その他 759 373

固定負債合計 8,457 8,005

負債合計 25,311 28,645
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(単位：百万円)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 8,910 8,910

資本剰余金

資本準備金 8,684 8,684

資本剰余金合計 8,684 8,684

利益剰余金

利益準備金 410 410

その他利益剰余金

別途積立金 20,700 20,700

繰越利益剰余金 4,764 4,325

利益剰余金合計 25,874 25,435

自己株式 △2 △1

株主資本合計 43,467 43,029

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △572 △11

評価・換算差額等合計 △572 △11

純資産合計 42,894 43,017

負債純資産合計 68,206 71,662
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②【中間損益計算書】
(単位：百万円)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 45,863 93,765

売上原価 32,559 68,002

売上総利益 13,303 25,763

販売費及び一般管理費

代理店手数料 7,509 15,001

貸倒引当金繰入額 31 51

人件費 1,771 3,386

賞与引当金繰入額 141 371

役員退職慰労引当金繰入額 63 63

退職給付費用 120 21

業務委託費 828 1,659

租税公課 93 165

賃借料 452 915

減価償却費 160 328

水道光熱費 36 71

広告宣伝費 475 863

その他 989 2,332

販売費及び一般管理費合計 12,675 25,232

営業利益 628 530

営業外収益

受取利息 8 23

受取配当金 664 817

受取賃貸料 95 174

その他 42 66

営業外収益合計 811 1,082

営業外費用

支払利息 60 135

その他 0 1

営業外費用合計 61 137

経常利益 1,378 1,476
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(単位：百万円)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 － 1

投資有価証券売却益 － 72

特別利益合計 － 73

特別損失

固定資産売却損 － 27

固定資産除却損 2 12

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 435 －

投資有価証券売却損 70 －

投資有価証券評価損 116 －

関係会社整理損 － 17

ゴルフ会員権売却損 － 1

ゴルフ会員権評価損 － 3

特別損失合計 624 61

税引前中間純利益 753 1,488

法人税、住民税及び事業税 4 8

法人税等調整額 1 △179

法人税等合計 5 △170

中間純利益 748 1,658
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 8,910 8,910

当中間期末残高 8,910 8,910

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 8,684 8,684

当中間期末残高 8,684 8,684

資本剰余金合計

前期末残高 8,684 8,684

当中間期末残高 8,684 8,684

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 410 410

当中間期末残高 410 410

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 20,700 20,700

当中間期末残高 20,700 20,700

繰越利益剰余金

前期末残高 4,325 3,079

当中間期変動額

剰余金の配当 △309 △412

中間純利益 748 1,658

当中間期変動額合計 438 1,246

当中間期末残高 4,764 4,325

利益剰余金合計

前期末残高 25,435 24,189

当中間期変動額

剰余金の配当 △309 △412

中間純利益 748 1,658

当中間期変動額合計 438 1,246

当中間期末残高 25,874 25,435

自己株式

前期末残高 △1 △1

当中間期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当中間期変動額合計 △0 △0

当中間期末残高 △2 △1
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(単位：百万円)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 43,029 41,783

当中間期変動額

剰余金の配当 △309 △412

中間純利益 748 1,658

自己株式の取得 △0 △0

当中間期変動額合計 438 1,245

当中間期末残高 43,467 43,029

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △11 △773

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△561 761

当中間期変動額合計 △561 761

当中間期末残高 △572 △11

評価・換算差額等合計

前期末残高 △11 △773

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△561 761

当中間期変動額合計 △561 761

当中間期末残高 △572 △11

純資産合計

前期末残高 43,017 41,010

当中間期変動額

剰余金の配当 △309 △412

中間純利益 748 1,658

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△561 761

当中間期変動額合計 △123 2,007

当中間期末残高 42,894 43,017
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【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】

　

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　①　子会社株式及び関連会社株式

　　　　移動平均法による原価法によっております。

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　①　子会社株式及び関連会社株式

同左

　　②　その他有価証券

　　　　時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算

定)によっております。

　　　　時価のないもの：移動平均法による原価法によっ

ております。

　　②　その他有価証券

　　　　時価のあるもの：決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定)に

よっております。

　　　　時価のないもの：

同左

　(2) たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下
げの方法）によっております。

　　①　制作勘定

個別法

　(2) たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下
げの方法）によっております。

　　①　制作勘定

同左

　　②　貯蔵品

先入先出法

　　②　貯蔵品

同左

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附

属設備を除く)については、定額法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３年～50年

機械及び装置 ２年～10年

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）

同左

　(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。　　　

  (3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産　

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

ものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。　

　(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）

同左

 
 
 
 
 

  (3) リース資産

同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 賞与引当金

　　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見

込額に基づき当中間会計期間に見合う分を計上し

ております。

　(2) 賞与引当金

　　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見

込額に基づき当事業年度に見合う分を計上してお

ります。
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当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

――――― 　（追加情報）

　　　従業員賞与について、従来、財務諸表の作成時におい

て従業員への賞与支給額が確定しており、当該支給

額が支給対象期間に対応して算定されていたため

「未払費用」として計上しておりましたが、当事業

年度における従業員の賞与制度の変更に伴い、財務

諸表作成時において従業員への賞与支給額が確定

しないこととなったため、支給見込額の当事業年度

の負担額を「賞与引当金」として計上しておりま

す。

　　　なお、前事業年度末において、未払費用として計上さ

れていた未払従業員賞与の金額は1,004百万円であ

ります。

――――― 　(3) 役員賞与引当金

　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

　(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生していると認められる

額を計上しております。

なお、数理計算上の差異については、発生年度に

おいて一括して処理しております。また過去勤務債

務については、発生年度よりその発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による

定額法により処理しております。

―――――

　(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

　　　なお、数理計算上の差異については、発生年度におい

て一括して処理しております。また過去勤務債務に

ついては、発生年度よりその発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額

法により処理しております。

 

　（会計方針の変更）

　　　当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平成

20年７月31日）を適用しております。

　　　なお、これによる営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益に与える影響はありません。

――――― 　(5) 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

４　ヘッジ会計の方法

　① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しておりますので、特例処理を採用しております。

４　ヘッジ会計の方法

　① ヘッジ会計の方法

同左

　② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金の利息

　② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　③ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利

スワップを行っており、ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っております。

　③ ヘッジ方針

同左

　④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しているため、中間決算日における有効性の評価を

省略しております。

　④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しているため、決算日における有効性の評価を省略

しております。
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当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

５　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。なお、仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺の上、流動負債「その他」に含めて表示

しております。

５　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

　

【会計方針の変更】

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（資産除去債務に関する会計基準等）

　　　当中間会計期間から、「資産除去債務に関する会計

基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月

31日）を適用しております。

　　　これにより、当中間会計期間の営業利益、経常利益は

５百万円、税引前中間純利益は441百万円減少して

おります。また、当会計基準等の適用開始による資

産除去債務の変動額は388百万円であります。

―――――

 
 

　

【追加情報】

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（役員退職慰労引当金）

　　　当社は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内

規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金と

して計上しておりましたが、平成22年６月の定時株

主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃

止することを取締役会において決議するとともに、

当該定時株主総会において役員退職慰労金制度の

廃止に伴う打ち切り支給を決議いたしました。

　　　これにより、当社は打ち切り支給に伴う未払額356百

万円を固定負債の「その他」に含めて表示してお

ります。

―――――
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

　
当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　24,874百万円

※２　担保提供資産

　第三者の銀行借入金に対して、投資有価証券1,000

百万円を物上保証に供しております。

※１　有形固定資産の減価償却累計額　23,696百万円

※２　担保提供資産

　第三者の銀行借入金に対して、投資有価証券1,000

百万円を物上保証に供しております。

　３　偶発債務

　　　㈱放送衛星システムの銀行借入金に対する保証債務

が146百万円あります。

　３　偶発債務

　　　㈱放送衛星システムの銀行借入金に対する保証債務

が291百万円あります。

　

(中間損益計算書関係)

　

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　１　減価償却実施額

有形固定資産 896百万円

無形固定資産 137百万円

　１　減価償却実施額

有形固定資産 1,979百万円

無形固定資産 265百万円

　

(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自 平成22年４月１日　至 平成22年９月30日)

自己株式に関する事項

（単位：株）

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式 566 117 ― 683

(変動事由の概要)
 増加数の内訳は、次のとおりであります。
 　単元未満株式の買取りによる増加　117株

　

前事業年度(自 平成21年４月１日　至 平成22年３月31日)

自己株式に関する事項

（単位：株）

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 411 155 ― 566

(変動事由の概要)
 増加数の内訳は、次のとおりであります。
 　単元未満株式の買取りによる増加　155株
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(リース取引関係)

　

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

　 リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

その他（有形
固定資産）

398 294 104

合計 398 294 104

　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

その他（有形
固定資産）

398 249 148

合計 398 249 148

　

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 54百万円

１年超 52百万円

合計 107百万円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 89百万円

１年超 63百万円

合計 152百万円

 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 46百万円

減価償却費相当額 44百万円

支払利息相当額 1百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 104百万円

減価償却費相当額 100百万円

支払利息相当額 4百万円

 
(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする

定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

同左

　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　利息相当額の算定方法

同左

１．ファイナンス・リース取引 １．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

(1)リース資産の内容

有形固定資産

放送事業におけるスタジオＨＤ設備その他の放送

機器(機械及び装置)であります。

(2)リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

(1)リース資産の内容

有形固定資産

同左

 
(2)リース資産の減価償却の方法

同左

 
２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年内 14百万円

１年超 7百万円

　合計 22百万円

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年内 19百万円

１年超 12百万円

　合計 31百万円
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(有価証券関係)

当中間会計期間末(平成22年９月30日)

関連会社株式

　 中間貸借対照表計上額 時価 差額

　 （百万円） （百万円） （百万円）

関連会社株式 465　 776　 310　

合計 465　 776　 310　

　

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

　 中間貸借対照表計上額

区分 （百万円）

子会社株式 1,820

関連会社株式 91

合計 1,912

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるものであります。

　

前事業年度末(平成22年３月31日)

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及

び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月

10日）を適用しております。

　

関連会社株式

　 貸借対照表計上額 時価 差額

　 （百万円） （百万円） （百万円）

関連会社株式 465　 943　 477　

合計 465　 943　 477　

　

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

　 貸借対照表計上額

区分 （百万円）

子会社株式 1,820

関連会社株式 91

合計 1,912

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるものであります。
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(資産除去債務関係)

当中間会計期間末(平成22年９月30日)

　

資産除去債務のうち中間貸借対照表に計上しているもの

　

当中間会計期間における総額の増減は次のとおりであります。

　

前事業年度末残高（注） 388百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 －百万円

時の経過による調整額 2百万円

当中間会計期間末残高 391百万円

　

（注）当中間会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年

３月31日）を適用しているため、前事業年度の末日における残高に代えて、当中間会計期間の期首

における残高を記載しております。

　

(１株当たり情報)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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(重要な後発事象)

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

（株式移転）

当社、テレビ東京ブロードバンド㈱及び㈱ＢＳジャパンは、平成22年10月１日を効力発生日として、

共同株式移転の方法により共同持株会社である㈱テレビ東京ホールディングスを設立し、当社、テレビ

東京ブロードバンド㈱及び㈱ＢＳジャパンは同社の完全子会社となりました。

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

（株式移転）

当社、テレビ東京ブロードバンド㈱及び㈱ＢＳジャパンは、認定放送持株会社体制に移行すべく、平

成22年10月１日（予定）を効力発生日として、共同株式移転の方法により共同持株会社である㈱テレ

ビ東京ホールディングスを設立し、同社を認定放送持株会社とする経営統合を行うことについて、平成

22年５月14日開催の各社取締役会において決議の上、同日付で経営統合契約書を締結し、共同して株式

移転計画書を作成いたしました。

　なお、本件につきましては、当社においては平成22年６月25日開催の定時株主総会において承認を受

け、テレビ東京ブロードバンド㈱においては平成22年６月21日開催の定時株主総会、㈱ＢＳジャパンに

おいては平成22年６月24日開催の定時株主総会にてそれぞれ承認を受けております。

　また、本株式移転は関係当局の認可等を前提としており、㈱テレビ東京ホールディングスの認定放送

持株会社への移行は、放送法第52条の30第１項に基づく総務大臣の認定が条件となります。

本株式移転は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号（平成20年12月26日　企業会計

基準委員会））における「取得」に該当するため、本株式移転の株式移転完全子会社のうち当社を取

得企業とするパーチェス法を適用することが見込まれています。なお、パーチェス法の適用に伴いのれ

んの発生が見込まれておりますが、本株式移転の効力発生日までその金額が確定しないため、金額及び

償却年数については未定です。

その他の情報につきましては、連結財務諸表における重要な後発事象の注記と同様のため記載を省

略しております。
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(2) 【その他】

平成22年11月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額            206百万円

（ロ）１株当たりの金額                       10円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日   平成22年12月６日

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主または登録質権者に対し、支払を行います。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書

　　事業年度　第42期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

平成22年６月28日関東財務局長に提出。

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第42期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

平成22年６月28日関東財務局長に提出。

　

(3) 四半期報告書及び確認書

(第43期第１四半期)　(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

平成22年８月４日関東財務局長に提出。

　

(4) 臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定

（主要株主の異動）に基づく臨時報告書を平成22年４月１日に関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規

定（議決権行使結果報告）に基づく臨時報告書を平成22年６月29日に関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社

の異動）及び第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書を平成22年10月１日に関東財務局長

に提出

　

(5) 訂正報告書

訂正報告書（平成22年３月29日付臨時報告書の訂正報告書）を平成22年５月17日に関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成22年12月16日

株式会社テレビ東京

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　秋　　山　　卓　　司　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　上　　坂　　健　　司　　印

　
　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社テレビ東京の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成22年４

月１日から平成22年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社テレビ東京及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。

　
追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社、テレビ東京ブロードバンド㈱及び㈱ＢＳジャパンは、平成22年10月１日

を効力発生日として、共同株式移転の方法により共同持株会社である㈱テレビ東京ホールディングスを設立し、会社は同

社の完全子会社となった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

※　１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成22年12月16日

株式会社テレビ東京

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　秋　　山　　卓　　司　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　上　　坂　　健　　司　　印

　
　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社テレビ東京の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第43期事業年度の中間会計期間（平成22年４月

１日から平成22年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社テレビ東京の平成22年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成22年４月１日

から平成22年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　
追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社、テレビ東京ブロードバンド㈱及び㈱ＢＳジャパンは、平成22年10月１日

を効力発生日として、共同株式移転の方法により共同持株会社である㈱テレビ東京ホールディングスを設立し、会社は同

社の完全子会社となった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※　１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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